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招請で､ 10月 1日の中国国慶節祝典参加のために北京を訪れた｡ 10月 17日､中国人
民代表大会常務委員会秘書長彰真と当代表団団長の上林山は共同コミュニケを発表したo
その要点は以下の通りである｡
-､日中両国は国交の正常化を実現するために積極的に努力すべきである｡
-､貿易関係について､ココムによって日本から中国-の禁輸品が多くなっている｡.こ
のような情況は変更されるべきである｡そしてそれを速やかに撤廃することを目標として
努力すべきである
-､日中両国首都で開く見本市を常設的機構として､双方の貿易に関する連絡事務を処
理する｡なお､両国は､双方からの派遣人員について当然受けるべき保護等を互いに与え
るべきである｡(3)
当然ながら､これらの内容はアメリカを不愉快にさせている｡しかし､上林山訪中団が
帰国した後まもなく､日本憲法擁護国民連合代表団は中国人民外交学会の招請で北京を訪
れた｡団長は片山前総理が担当しているので､周恩来と片山が共同声明を発表するかも知
れないという推測があった｡しかし､結局､コミュニケの書名は､中国人民外交学会秘書
長の呉茂罫と日本憲法擁護国民連合秘書長の大野幸一であり､周恩来と片山哲ではなかっ
た｡実は､最初､片山は周恩来首相と連名でコミュニケを発表するつもりであったが､中
国側は応じなかった｡その要因は､片山の見解と中国の見解との食い違いにあったようで
ある｡この点について､中国側会談担当の摩承志が11月 15日周恩来首相-の報告書に
はこう書いてある｡
｢片山は､公開発表のものがこの問題 (16日発表のコミュニケを指す一筆者注)
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であり､外の問題は座談会の時に話し､書面のものは一切作らない｡文化交流などの
問題については､中国対外文化友好協会と話し合い､可能なら協定も結びたいという
旨を示した｡
今朝会談の時､片山はまだ心配することが多かった｡私が探り入れながら平和五原
則を授出し､これがインドのものだと言っていたが･片山はインドも 『進みすぎてい
るので､日本の大衆はついていけない』と主張した｡これで私はやめるしかなかった･つ
しかし､相互不可侵の一点を付け加えて､彼はすぐ受け入れたo
発表の形式については､彼の態度は固くて･共同コミュニケの形を拘る｡目的は彼
と総理の関係を表すことであろうo従って私は共同コミュニケの形式でいいが､両団
体､即ち相手は憲法擁護国民連合会､我が方は外交学会､秘書長による署名はコミュ
ニケの性質と名実相伴うと提案した｡｣(4)
結局､翌日､双方秘書長署名のコミュニケが発表された｡内容には以下の要点が含まれ
ている｡
-､周恩来首相と片山団長は､国家と国家の間に平和共存､しかも平和な話し合いに
ょって互いの紛争と懸案を解決すべきであり､武力に訴えるべきではないことを一
致して認めた｡日中両国人民は互いに国家の主権を尊重し､互いに侵さず･互いに
内政不干渉を保証し､極東の平和と安全の保障に有利ならしめたいものであるrJ
-､日中両国人民は新しい環境と基礎の上に立ち､永遠なる友好と善隣の関係をうち
立てるべきであり､まず日中両国の国交回復を促進するために共に努力すべきであ
る｡
-､日中両国間のすべての問題は､平和な話し合いによって解決されるべきであり･
また解決できるものであっ七､断じて武力の行使や武力による威嚇をすべきではな
い｡
-､日本国民大衆の平和のために進めている再軍備反対運動と平和憲法擁静ま､日中
両国の国交回復の促進と両国人民の友好関係の増進にとって非常に有益である｡
(5)
約-ケ月前の上林山などの国会議員団と中国との間にできたコミュニケと比べれば･平
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和擁護の内容が充実されたが、両国経済貿易関係増進のような具体的措置については触れ
ていなかった。若干の空洞化が感じられる。
　2．オーラル・ステートメント
　にもかかわらず、これらの代表団の中国訪問はアメリカに懸念を抱かせた。アメリカは、
ロバートソンが日本の在米大使を通じて日本に圧力をかけた後、まだ安心できていない。
一週間後の25日、駐日本米国大使館パーソンズ公使が改めて外務省を訪ね、“ORAL
STATEMENr”（オーラル・ステートメント）という文書を外務省に手渡した（附属英文
書類参照）。当文書は長文ではあるが、その日本語訳文をここに並べておきたい。
　「米国政府は、本官に対し、中共に関する次のような見解を貴官に伝達するよう訓
令してきました。
　（一）米国政府は、日本と中共及び北鮮との間の接触、特に日本政府の公的なコミ
ットメントであるといわれている上林山氏と中共及び古屋氏と北鮮との問にそれぞれ
結ばれたような共同協定の形によるものが増加しつつある事実を知った。爾後に政府
筋の否定があってもこれら協定が一般公衆に与えた強い影響力を消滅させることはで
きない。
　この種の協定の内、最近のものは、周恩来と片山哲氏の問のものである。中共及び
北鮮との間に無制限な非公式接触を継続していくことは、日本政府がほとんどこれを
制御し得ないような強い国内的圧力を築き上げる結果をもつのみである。
　　（二）米国政府の見解によれば、中共政権の現在の友好的な素振りは、中共側とし
て何等擾乱工作と侵略行為及び武力使用を放棄することなしに自由諸国家をして、圧
力を緩和するように安堵感を与えるべく仕組まれたものである。1950年の中ソ条
約は、恐らく中共の、その隣国及び広くは世界に対する真の態度を最もあからさまに
文書で実証したものである。中共承認の方向に動いたり、時間尚早の譲歩を行ったり
することによって、日本国民は、共産側の上記の戦術に陥るであろう。更に、中共政
権或いは北鮮に対する日本の接近は、韓国、台湾及び他の自由諸国家との貿易その他
の関係に悪影響を与えることは必至であり、又自由世界の一員としての日本の信頼性
に関し、米国国内の世論をして疑念を抱かしめざるを得ないこととなる。
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?　これに関し、中共の諸言明は日本との間に「無条件に」外交関係を設立する用意あ
りとは言っているが、それにも関わらず、周恩来は、日本が中華民国の承認を撤回す
ることを要求するであろうことを明らかにしている。また、中共の主目標の一つが、
日本を軍事的に弱体のままとしておくことにあることは、最近の周、片山協定により
明瞭である。ダレス国務長官が、ジュネーブにおける外相会議に関連して最近述べた
如く『米国の経験によれば、軍縮に関して一方的に弱体となることは、実際問題とし
て平和を維持することでないことを示した。』
　（三）米国政府は、日本政府が、米国は、中共承認を考慮しつつあると信じている
かも知れぬとの示唆に接している。これは完全に誤りである。中共に対する米国の政
策は、中共が侵略行為及び武力に訴えることを放棄するまで、中共に対し、すべての
利　用しうる政治的経済的手段による圧力を継続することである。自由世界に属する
いかなる国家一特に日本の如き枢要な国家一による中共承認も中共に対する自由世界
の立場をもっとも不幸に弱化せしめるものとなろう。
　（四）中共が消費物資のための主要な市場としての役割から、その隣国一特に日本
一と東南アジア市場における競争者としての役割へと中国大陸を変形せしめるべく決
意していることは、明らかである。日本及び他の諸国から戦略的資材を入手し、それ
によって、アジア全地域において、例えば日本の資本財と真剣に競争するための工業
的軍事的基盤を建設せんとの中共の希望は、長い目で見た場合更に不吉な前兆である。
より近代的な軍事基地建設のため現在大々的な努力を払っていることから見れば、中
共の工業は、平和の□（原文不明）を作ることよりもむしろ、戦争の手段を供給すべ
く予定されているように思われる。
　従って米国政府は、中共が紛争を武力によって示すに杢るまでは、現行の貿易制限
を変更するこ．とは、米国、日本及び他の自由諸国の安全保障にとって危険なものであ
ると信ずるものである。
　中共との貿易に加えられている現在の制限は、また、中共の獲得しうる戦略物資の
輸入を遅延させ、かつ、それをより高価にし、かくしてその武器購入のため利用すべ
　外国為替をそれだけ減少せしめるのである。
　　（五）ジュネーブにおける米中大使級会談において、米国は上記の如くあらゆる可
能な圧力を保持し且つこれを利用する政策を堅持して、中共に影響を与えんと努力し
てきた。米国市民釈放の如き成功はこれらの圧力を加えることを犠牲にしてももたら
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』されたものではない。中共承認或いは国連議席の賦与に至る如きいかなるステップも
考慮に上っていない。更に高い段階での会談の開催についてはいかなるコミットメン
トも与えられていない。中共は恐らくこれらの話し合いによって抑留米国市民の問題
に集中された世界世論の圧力に応じて行動したものと推察される。
　　（六）同様にして、「その他の実際上の諸問題」についての討議がジュネーブにて
始められて以来米国は、圧力を加えることを犠牲にすることなくこれを利用すること
によって、防衛のための手段としての場合を除き、台湾地域における武力を放棄する
旨の宣言を中共から引き出すことに主たる努力を続けてきた。問題を合理的且つ冷静
に取り上げる方法により、米国は中共に対し武力放棄宣言を拒否せんとした当初の態
度を維持することは、米国の立場に比し世界世論の前には、弁護しきれないものであ
ると認めざることに努力してきた。
　　（七）その当初の立場の弱点を認めたが、11，月7日付のロンドン・デリー・ヴァ
ーカー紙に、かかる提案を行ったとの事実を洩らすことにより、本件についての世論
の主導権を得ようと努めた。しかしながら、中共側の提案は台湾地域における武力の
放棄に触れておらず、且つ外相会談開催についてのコミットメントを含んでいるから、
これは受託しがたいものである。米国は依然、特に台湾地域に関する武力の無条件放
棄宣言を要求するものであり、米国側としては同趣旨の声明を行う用意がある。
　　（八）米国政府の所見によれば、上記に外観された情勢は、圧力を保持しこれを利
用する政策が賢明なること及びかかる圧力を尚早に犠牲に供することの愚策たること
を明瞭に表示しているものである。」（6）
　この「オーラル・ステートメント」という文書は、日本の対中国政策に関するアメリカ
の懸念と関心、またその不満を表している。文書の内容をまとめてみれば、以下の幾つか
の意味が含まれている。
　まず、日本と中共との接触、特に日本政府の公的コミットメントのような共同協定の形
によるもの（ら増加は、日本政府の否定にもかかわらず、これら協定が一般大衆に与えた強
い影響力を消滅させることはできない。このような接触を継続していけば、日本政府がこ
れを制御し得ないような結果になる。中共の現在の友好的な素振りは、その擾乱工作と侵
略行為及び武力使用を放棄しないまま自由諸国家に安堵感を与える仕組である。中共承認
の方向に動いたり、時間尚早の譲歩を行ったりすれば、日本国民は、共産側の戦術に陥る
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であろう。更に、中共に対する日本の接近は、韓国、台湾及び他の自由諸国家との貿易等
の関係に悪影響を与え、又日本の信頼性を損なうであろう。中共が日本と「無条件に」外
交関係を樹立するといったが、日本の台湾承認の撤回を要求することは変えない。日本の
軍事的な弱体も中共の目標の一つである。
　そして、日本政府は、米国が中共承認を考慮しつつあると思うかも知れない。これは完
全に誤りである。米国の政策は、中共が侵略行為及び武力に訴えることを放棄するまで、
中共に対し、すべての利用しうる政治的、経済的手段による圧力を継続することである。
自由国家の枢要な国の日本による中共承認は、自由世界を弱化するものとなろう。中共が
隣国の日本と東南アジア市場における競争者へと変形し、日本等の諸国から戦略的資材を
入手して、アジア全地域において、日本の資本財と競争するための工業的、軍事的基盤を
建設している。米国政府は、現行の中国に対する貿易制限への変更が、自由諸国の安全保
障にとって危険なものであると信ずる。従って中共との貿易に加えられている現在の制限
は変更できない。
　また、ジュネーブにおける米中大使級会談において、米国は、上記のようなあらゆる可
能な圧力を保持し、且つこれを利用する政策を堅持して、中共承認或いは国連議席の賦与
などいずれも考慮していない。米国は、台湾地域における武力を放棄する旨の宣言を中共
から引き出すことに努力を続けてきた。米国政府の所見によれば、圧力を保持しこれを利
用する政策が賢明であり、圧力を尚早に犠牲にすることは愚策である。
　アメリカは、この文書、また先のロバートソンの談話を以て、日本政府に圧力をかけた。
アメリカは、上述した日本の国会議員の動きを懸念すると言っていたが、実は鳩山内閣に
対する警告の意味が含まれているといえる。鳩山首相は自主外交を主張し、日ソ、日中関
係の打開を唱えているから、アメリカにとって日ソ関係は別として、中国問題は「ソ連と
は異なり」というロバートソンの示唆のように、絶対許せないものであった。そのために、
アメリカは常に日本と中国との関係の変化に目を配っている。鳩山内閣登場後の一年間の
内に、日本国内で中国への「接近」の様々な様子が見られ、日中国交正常化の呼び声も高
まってきつつある。日本がこれ以上中国へと傾斜してゆけば、もう止められないではない
かとアメリカは不安を抱いている。鳩山内閣の行き過ぎがまだ遠くなっていない内に、早
めにブレーキをかけた方がいいであろうという計算があったと思われる。
　このアメリカの圧力は表に現れていなかったが、鳩山内閣の対中接近の歩みを減速させ
た役割を果たしたことは間違いない。翌年以後日本議員の訪中人数の大幅減少はその証明
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になるのである｡以下は1952年～1966年の日本議員訪中人数の統計である｡
年 度 訪中議員人数
1952年 3人
53年 19人
54年 45人
55年 78人
56年 22人
57年 31人
58年 13人
59年 22人
60年 5人
61年 19人
62年 28人
63年 24人
64年 44人
65年 7人
66年 27人
資料出所 日中貿易促進議員連盟編 『日中関係資料集1945-1966』(日中
貿易促進議員連盟､1967年刊)0 (7)
上表から見れば､1955年の訪中議員の人数は最も多く78名であった｡これまでの
訪中議員人数の上昇と反対に､56年は22人に落ちた｡その後､57年と64年に社会
党は多くの議員を中国に出したので､日本議員の訪中人数が30人を超えた｡それ以外は､
1966年までの10年間に訪中した日本の議員の人数は30人以内にとどまったのであ
る｡
上述したアメリカの直接的圧力は頻繁なものではなかったにもかかわらず､日本の対中
国政策への影響の深刻さがどのぐらいのものであったかは想像できる｡そして､この影響
は､少なくとも1972年日中国交正常化まで日本の対中国政策を拘束した存在であった
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といってもいい。
　上述した「ロバートソンの談話」と「オーラル・ステートメント」の事例は、日本の対
中国政策に対するアメリカの直接的な圧力が存在したことを物語っている。この面から見
れば、北谷芳秀の「アメリカの圧力と呼べるものがあったとすれば、それは間接的なもの」
であるという言い方は適当ではなかった。また、添谷芳秀の「日本政府の中国政策に関す
るアメリカの基本姿勢は、『冷戦』構造政策に合致した戦略環境を維持することを中心的
課題とするものであり、その枠内での出来事であれば、日中二国間の展開にあまり神経質
に介入することはなかった」という見方も、事実と相違するものであった。アメリカは日
中間の交流、特に国会議員らの中国との往来に神経をとがらし、日本に遠心なく直接に圧
力をかけた。興味深いのは、アメリカが外交ルートを通じて秘密裏に日本に圧力かけたこ
と、またこのことが数十年間一切知らされなかったことである。
　第二節　アメリカの間接的圧力
　1．政府要人の発言
　アメリカの直接的圧力以外に、日本の対中国政策に影響をもたらしている要素には、間
接的圧力もあった。アメリカ政府要人の公的発言は、その間接的圧力の根拠として多くの
研究に指摘された。ここで二つの例を挙げたい。
　まずアメリカの公的発言を見てみたい。アメリカの直接的圧力と比べ、この種の間接的
圧力は娩曲的なものであり、しかも非常に慎重なものであった。例えば、1958年3月
5日日中通商代表部に国旗掲揚等の外交特権を有することを規定した日中第四次民間貿易
協定が調印された後、台湾が反対の姿勢を示し、経済断交の行動をとり、日本政府の協定
同意を阻止しようとした。これと同時に、3月19日来日中のウイリアムズ米商務次官が
日本経団連主催の懇談会で日中貿易について次のような反対の意向も表明した。
　「米国自体はいまでも対中共貿易を全面的に禁止している。しかし、日本は主権を
持っているのだから、中共貿易についても日本の利益に合致した決定を行うこと自体
自由である。ただし、日本と米国は従来緊密な関係にあるし共産勢力の恐れに対して
も共通の自覚を持っているはずだ。こうした点から、日本が長期的な見通しを重視し
て、中共貿易についても賢明な決定を行うことを期待する。われわれとして申し上げ
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たいのは､過去の経験から､中共が国際協定を確実に守るかどうか疑問だということ
で､この点日本も慎重な態度をとることが好ましいoまた対中共輸出制度は昨年緩和
されたが､その後の実績を見ると､対中共貿易は全体として大して拡大していない｡
今後も過大な期待はもてないのではないか｡｣ (8)
この意志表明が慎重な言い回しであるにもかかわらず､当時､第四次民間貿易協定に同
意を与えるかどうかという決断に迫られている岸内閣にとっては､圧力ではないとはいえ
ない｡岸内閣当時の最重要な課題が､日米安保条約改定ということであるから､岸内閣は
それまでの内閣より日米関係をもっと優先的に扱わなければならなかったoまた､当時日
本の置かれた国際環境から見れば､日本はアメリカの意志に反し､日中経済関係を更に進
めることは無理な面もあった｡故に､この米商務次官の意見表示が日本にとって間接的圧
力となり､意味のある発言であったといえる｡
日本の対中国政策に対するアメリカの間接的圧力は他にも例があったoそれは60年代
のことではあるが､1962年9月26日アメリカ国務省極東問題担当次官補アヴェレル
･ハリマンは､ナショナル ･プレス ･クラブにおける演説で､次のように述べた｡
いくつかの使節団が中国大陸を訪れたことは承知しております｡--
共産主義国家との貿易は､いかなるものであれ､将来政治的目的のために利用され
るかも知れないことを認識する必要がありますO
いうまでもなく日本の場合には､中共は日本が政治的に譲歩するものと信じて､政
治的譲歩を得ようとしてきたことはご承知のことと思いますoしかし日本は､断固と
した立場で､中国共産主義者なしでも前進できることを彼らに示しましたoそれは大
変健全なことでありましたし､日本政府と国民がそれを処理したやり方を大いに称賛
するものであります｡ (9)
そして､池田内閣の時期日中貿易に延べ払い方式が適用されたとき､アメリカ国務次官
補ロジャー ･ヒルズマンは､1963年4月､それは中国に対する経済援助に等しい､と
述べたと同時に､それは日本政府が決めることであるとも指摘したo(10)
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　2．新聞記事
　しかし、このようなアメリカ政府要人の公的発言のような間接的圧力があったとしても、
頻繁なものではなかったことは事実である。にもかかわらず、日本が常にアメリカの影響
を受け、しかもそれに左右されたことも事実である。ここで次のことに注目したい。即ち、
アメリカ政府の要人の公的発言以外に、アメリカの間接的圧力にはほかの形のものはなか
ったのか、あるとすれば、どのようなものであったのか、という問題である。。
　実は、日本の対中国政策は、アメリカ政府筋の正式な外交ルート及び公的発言以外に、
もう一つの形の影響を受けていた。それはアメリカのマスコミ、特に新聞記事などのもの
であった。
　次にまず在米大使館及び関連する大使館から日本外務省に送られたアメリカの有力新聞
の記事などの情報収集の実情を見てみたい。
　日本は、独立以後、アメリカの有力新聞の中国問題に関する記事の収集に大きなカを入
れていた。アメリカの有力新聞の論説や記事がアメリカ政府及び国民に与える影響力は、
日本政府はよく知っていたからである。故に、在米大使館から日本に送ってきた報告書の
中では、新聞記事の占める量は非常に多かった。
　すでに公開された日本外務省の記録文書から見れば、朝鮮戦争中、アメリカの中国「封
じ込め」政策が固かったせいか、在米大使からの中国問題に関するアメリカの世論につい
ての報告はあまりなかった。1953年朝鮮戦争休戦後の翌年から、在米大使が日本外務
大臣宛にアメリカの新聞記事を送り始めた。次は幾つかの記事を例としてあげて見たい。
　最初の報告は、54年1月14日在米竹内龍次臨時大使からの「帰米したオルソップの
中共等に関する論評」であった。
　　「1，月13旧付き当地ポストは、“Homeconling　Thoughts　olt　Asia”と題し、最近
東亜各地を視察後帰賦したジョセブオルソップの論評を揚げ、アイゼンハワーは、現
在世界の冷戦において主導権を取り戻したと称し、與論は一般に楽観的に見えるが、
アジアの事実はこれに反するとなし、仏国側のインドシナにおける戦闘意識の低下及
び兵力の不足を指摘し、更に中共側は朝鮮休戦と共に、ホーチミンへの援助を容易に
増強し得べく、中共自身の戦力も今後二年間に近代装備の百七十個師団に達する見込
で、結局アジアにおいてはミュンヘンの如き事態が再現するであろうと警告している
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ので、右切抜添付報告する。」（1D
　この報告は、朝鮮戦争後の厳しい冷戦時代のアメリカの中国「封じ込め」の世論を反映
している。勿論、この時期の日本もアメリカに同調して中国を「敵視」していた。しかし、
2，月の米、英、仏、ソ四国外相会議において、中国の参加を含む朝鮮とインドシナ問題に
ついてのジュネーブ会議の開催が決定されたことは、アメリカの対中国政策の新しい変化
として、アメリカのマスコミにとらえられた。3月4日、竹内大使からの「ジュネーブへ
の中共招請に関するエリトストン論評」の報告はそのような内容であった。
　「2，月28日付当地ポストは“APar　East　policy　Challenge　To　Dulles”と題しポスト
紙前主筆のヘルパート・エリストンの要旨次ぎの如き論評を揚げているので、切抜添
付報告する。
　共産側の武力攻撃に対しては、米国が即刻報復攻撃を加える旨の1月12日のダレ
ス演説は、確かに侵略者に民主主義国側の意図を明瞭にしておく意味で、戦争再発を
防止するものである。
　しかし、このような警告を発して反共の立場を明らかにするだけでは、現実の世界
における責任を回避することになる。米国の諸同盟国は、民主主義陣営が中共政府と
平和的に共存関係を樹立できるようにリーダーシップをとるべきであると考えてい
る。ダレスの中共招請同意の措置は、この意味で従来の米国の政策から一歩前進する
ものである。」（12）
　ジュネーブ会議に中国を招請することは、アメリカが中国を相手にしなければならない
象徴であった。今までアメリカに同調し中国を「敵視」する政策をとっていた吉田政府は、
もともと日華平和条約以後も中国との問に何かの繋がりを残していきたかったのである。
アメリカが中国を相手にしたことは、日本にも都合がよかった。偶然であったのかも知れ
ないが、54年3，月9日、衆議院予算委員会での吉田首相の発言は、日本の対中国の態度
を一歩進めたように見える。この日、佐多忠隆の「中共平和条約を結び日中貿易を発展さ
せる考えはないか」という質問に対し、吉田首相は「平和条約は中共の希望があれば、考
慮する」と答えた。（13）これは、まったく今まで表われなかった姿勢である。
　しかし、エピソードではあるが、この吉田首相の答弁は、在台湾大使を困らせた。3月
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15日、在台湾芳沢大使があわてて岡崎大臣に打電した。
　「3月10日付一般情報三（ハ）に『中共との平和条約は中共の希望があれば、考
慮する』とあるところ右は当国に取り重大関係ある発言で国民政府側より質問ありた
る場合の当方の応対振りもあるので本発言の経緯及び当方の心得置くべき事項等折返
し回電ありたい。」。（14）
翌日、岡崎大臣は、芳沢大使に次のように返事した。
　「（以下平文）
　貴電第五二号に関し
　一、9日、衆議院予算委員会では、佐多忠隆氏（左社）は、最近の国際情勢にっき
質問し、先ず国際緊張の緩和、両陣営の共存の可能性の増大等を取り上げ、次いで
『我々は仮想敵国を作るべきではない。これまで中共を戦略的にも政治的にも敵視し
てきた米国ですら、最近その対中共政策再検討の動きが見られる、これに関連し総理
は中共、ソ連などの近隣諸国に対する日本の外交政策をどう考えるか』と質した。吉
田総理はこれに対し、『しばしば申す通り、イデオロギーは違っても日本と通商条約
を結ぶという希望があれば我々は考慮する』と答えた。
　二、翌10日の朝日は、前項の質疑応答の大意をとり佐多『中共と平和条約を結び
日中貿易を発展させる考えはないか』首相『平和条約は中共の希望があれば考慮す
る』と報じた。
　（以下暗号）
　総理の発言内容は前記の通りであり、これはソ連中共との国交は先方がサンフラン
シスコ平和体制を是：認しない限り考慮を払う意図を有しないとのこれまでの政府方針
を些かも逸脱するものではないから国府側よりの問い合わせに対しても右のラインで
応対ありたい。」（15）
　中国問題に関し、吉田首相はどのような具体的計画を持っているのかがはっきり示さな
かった。「二つの中国」の政策は吉田内閣の基本的中国政策であったかも知れない。（161
いずれにしても、吉田首相が中国との通商関係の拡大を望んでいることは間違いない。し
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かし、吉田内閣の時期、冷戦及びアメリカの厳しい対中国政策により、吉田内閣の積極的
姿勢が充分に表せなかっただけではなく、アメリカに「追随」しなければならない面もあ
った。一日も早くアメリカの対中国政策動向をキャッチするために、アメリカ政府要人の
公式的発言以外に、アメリカ国民及び政府に多大な影響力をもつアメリカ新聞の論説や記
事など世論の動向も、日本は常に掌握する必要があった。日本政府のこのような必要に応
じて、在米大使館は日本に多量の中国問題に関連する情報を送ったわけであろう。
　一方、朝鮮戦争休戦後、日本の経済界は中国との貿易拡大の意欲を持っていた。日本は
今までココムの禁輸条例に束縛され、1953年の中国への輸出は312万米ドルしかな
かった。しかし、同年西欧主要国の対中国輸出は、英国6719万米ドル、西独は288
5万米ドル、仏は1774万米ドル、フィンランドは1714万米ドルであった。（17）
54年4月第一回目ジュネーブ会議の間、中国代表団は英国等の西欧諸国との間に貿易商
談などが行われた。その後、英国の招請で、中華人民共和国の初めての貿易代表団は英国
を訪問した。このことは西欧では大きな波紋を呼んだ。ベルギー、イタリア、オランダの
商工界は代表をジュネーブに派遣し、中国の貿易代表と貿易発展の問題について商談を行
った。当然ながら、このような事情は日本の経済界にも影響した。これに関し、フィラデ
ェルファイア・インクァイアラーの論評が載せられた。このような記事は一般的な報道で
あるかに見えるが、7月27日在米井口大使はこの記事も「至急情報」として日本に報告
した。
　「中共及びソ連は印度支那休戦をまたず、アジアにおける米国の同盟国としては唯
一の大国である日本を米国から分離せしめることを狙って政治経済的攻勢を展開して
いる…。米国はアジアに関しては軍事面にのみとらわれている間に中ソは貿易と平和
を唱道している。
　経済的苦境にあえぐ日本では、反共論者ですら対共産圏貿易の誘惑にこれ以上耐え
られるか否かを疑問視しており、財界では、西独は中共に対して昨年度二千五百万ド
ル輸出したにもかかわらず日本は四十五万ドル（当数字は原文のママ。四百五十万ド
ルの誤りか一筆者注）しか輸出しなかったと指摘している。
　日本が依然として経済的政治的に西欧側に結びついているとしても、アジア情勢
の変化に即応して外交政策を調整することは不可避ではないかと見られている。」
（18）
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　当記事は、新しい国際情勢の変化に伴い、日本の対中国政策の調整が行われるのではな
いかと推測したものである。日本から見れば、アジア情勢の変化に伴う日本の対中国政策
の調整は、アメリカの世論に容認される可能性があるかも知れない。アメリカのアジア政
策の調整及び対中国政策再検討の動きが既に見られているので、日本の対中国政策は少し
積極的な姿勢をとってもいいではないかという段階に来ている。言い換えれば、ジュネー
ブ会議を初めとするアメリカの中国問題の対処のあり方及びこのようなアメリカ世論の変
化がなければ、54年夏以後吉田内閣の積極的対中国外交はなかったかも知れない。
　上述した在米大使が送ってきたアメリカ世論に関する報告は、その論評の氷山の一角で
あったろう。日本にとっては、アメリカを含む西側陣営諸国の世論は、国際政治の流れ、
或いはそのコンセンサスを代表している。外交において、特に中国との関係については、
日本はコンセンサスを非常に重視しているので、アメリカを初めとする世界の世論を無視
して、日本は独走のようなことはできない。しかし、社会主義諸国を除いて、中国との関
係推進についての各国の世論には、賛成するようなものはあまりなかった。それだけでは
なく、中国の対日政策についての世論は、「平和攻勢」とか「誘惑」というようなものが
一般的であった。1954年10月12日中ソ対日宣言が発表された後、外務省に届いた
日本二二大使館・総領事館からの報告はだいたいそのようなものであった。勿論、報告の
中にアメリカの中国問題に関する世論が圧倒的に多かった。例えば、10月19日井口在
米大使から送ってきた「中共の対日平和攻勢を報ずるフィラデルフィア・インクアイアラ
ー記事」と題する報告には、次のような内容が書かれた。
　「ワシントン・ポスト特派員フェルディイント・ターンの記事として、中共の指導
者等は日本を米国側から離脱せしめ、共産中国の偉大さを説得するため繰り返し日本
に対し働きかけており、相つぐ議員団その他の中共訪問はその一つの現れであると述
べ、又中共から帰還した多くの日本人は新中国の素晴らしさを各地で宣伝しているの
で、その効果は決して無視できないものであると報じる。」（1g）
　　井口大使の10，月26日の報告には、ワシントン・ポストの「中共の日本誘惑を報ず
るワシントン・ポスト記事」と題するものがあげられた。当記事には「中共貿易の拡大を
欲する実業家達は、アメリカの妨害さえなければ対中共貿易は旨くゆくと考えていると述
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べ、日本の貿易業者にとって中国貿易が非常に誘惑であることを知っている共産主義者は
日本を西欧陣営から脱落させるべく努めている」という内容が書かれた。（20）また、当
日、井口大使は「日本議員団の中共訪問に関するニューヨーク・タイムズ記事」と題する
別の報告も日本に発した。当記事は、「日本議員団の中共訪問に関するニューヨーク・タ
イムズ記事」があげられ、「三社代議士鈴木茂三郎は中共は対日貿易を欲しており、上海、
青島等の港を日本に対して開く用意があろうと述べ、又外交関係復活のためには日本の内
閣が変わることが条件となるであろうと示唆した」という旨の報道であった。（2Dこれ
に続き、30日、「総選挙における対中共問題の重要性を報ずるニューヨーク・タイムズ
記事」と題する報告も送られてきた。中は「中共訪問の後帰国した左右社会党議員は中共
と親善関係を結ぶことを唱道しており、中共との外交関係の復活、不侵略条約、貿易の拡
大等の諸問題は吉田’首相帰国後に予想される総選挙において最も重要な選挙綱領となるで
あろう」という報道の内容であった。
　これらの報告は、いずれも「至急情報」として扱われた。同時期にその他の地域の大使
館と総領事館からの中国問題に関する報告は、例えば、在西独大使からの「最近の中ソ対
日平和攻勢に対する西独外務省顧問ヒルガー参事官の所見に関する件」（11，月1日）、
在タイ大使からの「『共産側の対日活動積極化』と題する華字紙論調報告の件」（11月
4日）、在香港総領事からの「郭三三の対日問題に関する論説に関する件」（11月23
日、他に25日と29日の新聞論説2件もある）、在インド大使からの「日本と中共との
関係に関するタイムズ・オブ・インディア新聞記事に関する件」（12，月　　日）（日付
不明）等は、「至急情報」というものではなかった。「至急情報」として強調されたのは、
井口在米大使からの報告だけであった。それは井口大使の個人的な考え方であったのかど
うかは不明であるが、少なくとも中国問題に関するアメリカの世論は、日本にとっては至
急かっ重要であることを意味するであろう。
　これらの在外大使及び総領事からの情報は、香港総領事からの当地新聞論説の日中国交
回復を支持する報告以外に、中国の日本に対する「平和攻勢」について、「中共の誘惑」
（アメリカ）や、「戦術」（西独）や、「権謀術数」（タイ）や、「貿易は国交正常化のため
の餌」（インド）というようなものが主流であった。（22）中に、注目すべきものは、在西
独加瀬大使からの報告である。当報告には、多くのところに傍線が引いている（引いたの
は外務省の責任者？）。その内容は、西独外務省ソ連東欧関係顧問ヒルガー参事官の所見
であった。以下はその要点である。
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　「1939年の独ソ接近に際し、ヒトラーは当初ソ連の原料、資源に関心を持ち、
ソ連と通商協定を提議したが、ソ連は政治問題の解決が先決であるとて乗気を示さず、
その後ヒトラーが対ソ妥協の方針を明らかにするに及び、ソ連は急に政治条約の具体
的裏付けとしての通商協定を先に結ぶべきを主張してきた。即ち、ソ連にとっては政
治条約があくまで狙いで、ソ連が最近日独に対して通商問題を持ち出しているのは明
らかに戦術に過ぎず、政治的利益が確保されるまで本気で通商協定を考えるはずがな
い。況んやソ連が従前程貿易の必要を認めない現在においておや。
　中ソの日本に対する最近の戦術は、ソ連及び東独の西独に対する遺方と全く軌を一
にしている。ソ連が通商協定と関連させて通商代表部を設置すべく努力するのは常套
手段で注意を要する」（23）
　これらの報告は、いずれも12，月10日鳩山内閣成立前発信したものである。中には、
発信と受信の日付があるものとないものもある。日付のある報告（公信写）は、発信と受
信の問はだいたい5日間前後の差がある。従って、これらの報告は、新登場の鳩山首相と
重光外相にとっては新しい情報であった。これらの情報は、新内閣にどの程度の影響を与
えたのかは判断出来ないが、日中関係の推進というより、ブレーキをかけた程度のものと
なったに違いないであろう。鳩山首相及び重光外相が登場初期に中国との関係回復に関す
る積極的な発言をしたが、その後、東アジアの複雑な国際情勢、特にアメリカの対中国政
策の影響に左右され、なかなかその公約を実現できなかったことは、このようなアメリカ
からの「間接的圧力」がその一因になったのかも知れない。
　多量の中国問題に関する外国新聞記事の日本への報告は、日中関係が日本政府の関心事
であったことを証明している。報告の内容は、米中関係、日中関係、中国と周辺諸国との
関係、中台問題、中国の外交政策、中国国内の政治、経済動向及び政府要人の発言など様
々な分野にわたるものである。外交記録文書公開の不充分の制限もあり、これらの報告書
の全貌及び全量が分からなレ、・が、今まで公開された外交記録文書から見れば、1954年
からこのような報告が増え、55年以後に膨大な量に上がった。頻繁の時は一箇所の在外
大使館から一日に2通以上報告する場合もあった。一回の量は五、六百字から数千字まで
が一般的であった。これらの報告はほとんど在外大使館が積極的に新しい情報をキャッチ
して日本に送付したものである。しかし、外務大臣の要求に応じて特定の記事を送付した
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場合もある。例えば、1957年6，月14日岸外務大臣が在米大使宛に次のような電報を
送った。
　「在アメリカ朝海大使
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岸　大臣
　　　　　　　　ニューヨーク・タイムズ記事通報依頼の件
　第九〇八号
　6月13日付ニューヨーク・タイムズの毛沢東演説に関する記事全文至急送付あり
たい。」（24）
　以上に見られるように、、中国問題に関するアメリカの報道の記事を日本へ報告するこ
とは、在アメリカ大使館の積極的な情報収集として送った場合もあり、依頼されて送った
場合もある。いずれにせよ、日本にとっての中国問題は、西側陣営諸国特にアメリカの態
度を無視することができないものであった。アメリカから何もいわれなくても、アメリカ
の世論はアメリカ国民、国会及び政府に大きな影響力を持っているから、日本が常にアメ
リカ世論の動向に神経を尖らしていた。井口大使のようにアメリカ世論に関する報告が頻
繁にしかもほとんど「至急情報」として扱われたことはその証拠となっているであろう。
　第三節　アメリカの「指話」情報
　1．アメリカの対中国一般的政策
　新聞記事より、もっと有力な情報として在米大使館から送られてきたのはアメリカ政
府要人の「内話」であった。これらの「内話」は、「国務省筋」から得たものが多かった
（国防省筋のものもある）。その信頼度が新聞記事よりはるかに超えるものであると考え
られる。中国問題に関する「内話」情報は様々な内容にかかわるものであるが、ここでそ
れをいくつかρ種類に分けて検討してみたい。次にまず一般的な中国問題に関するアメリ
カ政策を見てみよう。
　まず1954年12，月16日井口大使からの（政第三一五〇号）「米国の対中共政策に
関する件」と題する報告を見たい。当報告の主要内容は次の通りである。
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　　　「最近の中共の動きに対する米国の対中共政策等に関し一二月十五日国務省中国関
　　係係官内減左の通りご参考迄に報告する。
　　　一、米国内において最近の対中共政策論議が行われているが、我々の観ているとこ
　　ろでは、従来共産側が武力行動乃至積極的干渉をした地域としては朝鮮、台湾、仏印
　　があるが、現在の処台湾を除き他の地域に対しては共産側が軍事行動に出る気配はな
　　いと思われる。唯台湾に対しては共産側従来の宣伝攻勢に鑑み多少趣を異にするもの
　　があると思われる。…
　　　二、米国の現在の対中共政策に関してはコロンボ諸国に属するインド、ビルマを除
　　き中共接壌地域諸国とは米国は個別的乃至集団的安全保障条約によりその防衛にコミ
　　ットしたが、中共が米国のコムミットメントを尊重し冒険的行動に出ぬと謂う前提に
　　おいてのみ所謂Competitive　co－existenceが考えられる。
　　　三、日本と中共との関係に関して中共側の従来の宣伝用語たる両国関係をノーマラ
　　イズするというが如き漠然たる表現を用いており中共側は日本との国交の調整が日本
　　の自由主義諸国との現在の関係に影響を及ぼすことなく可能であるかの如き口吻を以
　　て接近し来るであろうが終局的には日本と国民政府との問の日華基本条約に明かに抵
　　触する条件の受諾を要求し来ることは確実であると判断している。
　　　四、中共との貿易については従来の強力な統制を緩めることを考慮しておらず、貿
　　易統制の緩和は中共の態度を協力的ならしめる上に何等役立たぬと見ている。
　　　従って次の議会において東西貿易の緩和を目的とする国内法が提出されるなどとい
　　うことはあり得ないと判断している。（日本が現行統制の範囲内においてソ連、中共
　　との貿易を増大することに対しては米国としてはあまり快く思わないが致し方ないと
　　いう意向を洩らした）。（25）
　日中関係については、当報告書が、アメリカの主な関心：事を指摘した。それは日中関係
の推進による台湾問題の浮上と対中国貿易統制緩和の問題である。日中関係の推進が「終
局的には日本と国民政府との問の日華基本条約に明かに抵触する」ものであるから、アメ
リカの許せる範囲以内のことではない。このような日中関係の推進を遅らせる手段として、
日本の対中国貿易規制を緩和させることを考慮できない。故に、次回の議会において東西
貿易を緩和する案の提出はあり得ない。
　当報告が日本に届いた頃は、ちょうど鳩山内閣発足（1954年12月10日）直後の
93一
時期であった。吉田内閣末期、日本国内に現れた日中両国関係改善の活発な動きに対し、
アメリカは「快く思わない」ので、鳩山内閣は「自主外交」の旗を揚げているといっても、
アメリカの意向を完全に無視することができないであろう。当報告が鳩山内閣の中国政策
にプラスの影響をもたらしたとは考えられない。
　在米大使からの「内話」情報は、以上のような対中国の厳しい政策ばかりではなく、ア
メリカの対中国政策の新しい動きや内部の意見の食い違いもある。例えば1955年1月
20日獲の「米の対中共政策に関する件」（第五三号）では、井口大使は、中国の国連加
盟について、「米国内においてもノーランド、ラドフォード、ロバートソン等の強硬分子
の主張にもかかわらず事実上中共を承認せざるを得ざるべしとの議論次第に強まりつつあ
る。共産側が何等かの具体的事実によりそのgood　faithをproveする用意を示す場合（若
干の時日を要すべし）には国連加入問題も米国にとり現実に考慮せらるべき気運に向かい
っっあり。」と述べ、アメリカの中国問題についての新しい動きを報告した。しかし、「大
勢は客年末までとは異なり何等かの形式による中共関係調整の方向に傾きつつあり予想外
の支障起らざる場合にも、なお且つ承認に至るまでには相当時間を要すべきも恐らく現在
が最も重要且っ機微なる峠なるやに感ずる次第なり。」と説明した。（26）
　鳩山内閣の時期、在米大使館からの「内話」情報は、上述した米国の対中国強硬政策及
び対中国政策見直しの議論についての「内話」以外に、台湾及び沿岸島喚に関する問題、
中国の国連代表権問題、米中ジュネーブ会談問題、対中国貿易禁輸緩和問題、中国国内政
治情勢など様々であった。中では台湾及び沿岸島喚問題と中国の国連加盟問題についての
「内話」情報が割合多かったので、つぎにこれらを検討して見たい。
　2．台湾及び沿岸三二問題
　朝鮮戦争休戦後の翌年（1954）から中国は沿岸島喚及び台湾の開放を狙っていた。
しかし、アメリカが台湾防衛にコミットする情況下では、中国が武力を行使すれば、アメ
リカはどこまで参与するか、ソ連の態度はどうなるか、というような問題はいずれも不明
であった。アメリカと同盟している日本は、台湾及び沿岸島喰問題（以下沿岸島嘆問題と
略称）に関するアメリカの対策について大きな関心を持っている。従って、在米大使から
の「内話」情報の中には、台湾及び沿岸島喰問題に関する内容が多かった。
　台湾解放は、実際、1950年4月、海南島が解放された後、中国はその準備を進めて
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いた。しかし、中国は近代的海軍を持てず、台湾海峡作戦及びそれを渡るための海軍の創
設をソ連の援助に頼ったが、結局ソ連への期待はできなかった。また、同年6，月勃発した
朝鮮戦争が台湾解放の準備の日程を遅らせた。朝鮮戦争休戦後、国内経済回復のため、台
湾解放の問題はすぐには浮上してこなかった。一方、朝鮮戦争以後の国際情勢の緊張緩和
は、中国は歓迎し、これを利用して中国の孤立情勢を改善しようとしたが、アメリカの緩
和の誠意に疑問を持ち、中国に対しての「封じ込め」政策が真に変えられるかと疑ってい
る。1954年夏頃から、米、二間に「相互防衛条約」の交渉が始まった後、中国は警戒
していた。実際米台双方には、条約適応地域についての食い違いもあった。台湾は条約の
適応地域が金門、馬祖諸島を含むよう主張したが、アメリカは条約が台湾、膨湖列島に限
定するのを主張し台湾の意見に反対した。アメリカは金門、馬祖の防衛義務を負担するつ
もりはなかったからである。しかし、米中両国の間に対立が続き、情報伝達のパイプがな
かったので、中国は米二間の交渉の内容及び条約の適応範囲など米台の食：い違いを見出せ
なかった。中国の指導者は、朝鮮半島及びベトナムが南北に分断されたように、米台「相
互防衛条約」が台湾海峡両側の分裂局面を法律の形で固定化させるものではないかと懸念
した。これを背景に、毛沢東は台湾問題を強調し、国際社会の注目を呼び起こすために、
台湾解放への具体的措置をとり、「二つの中国」の企てを撃退しようとした。同年7，月2
3日、毛沢東は周恩来に台湾解放についての電報を打った。電報の内容は次の通りである。
米と蒋の軍事及び政治的連合を撃破するため、全国、全世界に“台湾解放”のスローガン
を提出しなければならない。朝鮮休戦後に台湾解放の任務を適時に示さなかったのは妥当
ではなかった。もし今なお、このことを行わなければ、われわれは重大な政治的誤りを犯
すことになる。（27）
　その後、中国は次のような措置をとった。即ち「人民日報」の社説などを通じて「台湾
解放」の政治的宣伝を展開し、金門砲撃の戦闘を始めた。砲撃は9，月3日から始まり、い
わゆる第一次「台湾海峡危機」であった。この時、中国は本格的に台湾解放をするつもり
はなかったが、アメリカと台湾の「米台相互防衛条約」の交渉に影響を与え、世界を台湾
問題に注目させることと、大陳二等沿海列島の解放を限定的な目的としていた。1955
年1月18日、大陳島攻撃の突破口として、解放軍は一挙に一江山島を攻略したのである。
　中、米、高間のこのような緊迫した情勢を前に、アメリカがどのような対策をとってい
るかは日本の関心事であった。これに関し、1955年1月20日井口大使の「米の対中
共政策に関する件」（第五三号）の報告の中で沿岸島喚問題については次のように述べた。
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　「19日の大統領の記者会見における国連による休戦の支持及び初めての大陳島重
要性否定の声明は米政府当局の意図（朝鮮におけると同様台湾を本土と切り離しいわ
ゆる二つの中国を設定し、その間に国連の支持乃至保障の下に休戦協定を結び暫定的
安定を求めんとするものにて英の支持ありと伝えられる）を明らかに競るものと見る
べく。
　中共が早暁大陳心高をとることは略々間違いなかるべきも、その上とも右三（上の
段落が原文では「三」の序数が付いている一筆者注）の如き構想に暫定的にもせよ何
等かの形式にて台湾回収実現の延期に同意することは容易に非ざるべし。」（28｝
　この報告は電信で20日15時55分獲（21日08時55分着）のものであるが、4
時間後（19時55分）在米大使館はまたこれに関連する情報を電信で日本に送った。情
報の頻繁さはこの問題に対する日本の関心度の高さを表している。以下は、その報告の全
文である。
　「米の中共政策に関する観測
　第20号（LTF）
　一、中共の一江山島攻略に関し、十八日、十九日ダレス及びアイゼンハワーが国連
の調停を示唆した声明は米国極東政策の変化を示すものとして注目されている。
　二、即ちその変化の方向としては、一部には中共政権を承認する代わりに台湾に特
別の地位を与えてその独立を保障するという解決案まで推測するものもあるが、一般
には大統領が国内的理由によりこの種解決案を持ち出す時期にないことを認めっっも
本件及び抑留飛行士の問題に示したおだやかな態度に何等かの変化を期待している。
　三、もっとも十九日タイムスの日本に関する社説では、米極東政策の不安定が中共
との貿易を渇望する日本をいらいらさせる結果になると米国自身の防衛体制にひびを
入らせて極東の不安を招く結果となることを警告している。」（2g）
　中国は国際情勢、特に米、台の動きを観察しながら軍事行動を展開した。もともと一江
山島を攻略した後の一週間後に大陳島を攻撃する計画であったが、アメリカの出方に中国
は慎重に対応し、攻撃の時間表を遅らせた。一江μ」島攻略後、アメリカは台湾支持の歩み
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を早めた。まずアメリカ国会は米台「相互防衛条約」と「台湾決議案」を圧倒的多数で可
決した。前者は、金門、馬祖を防衛範囲に除外したが、後者はアメリカの防衛協力の範囲
を台湾掌握の地域とした形で金門、馬祖を含めるようにした。そして、1月27日、アメ
リカは米空軍第18連隊をフィリピンから台湾に移し、第七艦隊及び空母「ミッドウェー一」
を台湾海峡に派遣した。2月5日、アメリカは第七艦隊等が国民党軍の大陳島からの撤退
を援助すると発表した。中国の前線指揮官はその撤退時に打撃を与えようとしたが、彰徳
懐国防部長は、これが国際関係にかかわるから、撤退させてあげようと回電した。（3ω
2，月14日国民二軍は全部撤退され、解放軍は大陳島を占領した。
　台湾海峡の問題はその後一段と落ち着いていたが、56年初頭では、また注目された。
1，月17日ダレス国務長官は金門、馬祖両島の防衛政策変更せずと言明した。2日後、解
放軍と金門島の国民党軍との砲撃戦が展開された。この新しい情勢に対し、日本の在米大
使館はアメリカの対中国政策の情報収集に努めた。1月31日井口大使が「米国の中共政
策に関する件」（政第三三四号）と題する報告を日本に発した。中に大陸中国が沿岸島喚
或いは台湾を攻撃する時米国の出方に関する情報が含まれている。
　「米国の対中共政策に関し、1月25日国務省筋（直接中国□『原文不明』係担
当ではないが、全般の情勢知り得る立場にあり）の内話左の通り御報告する。」（以
下要点）
　一、現在の米国の中共政策は一言にしていえば依然として極めて強硬であるという
に尽きる。ジュネーブ会談においてもその原則的立場につき情報を行う意図はなく、
中共をしてその立場に同調せしめるというにある。
　二、沿岸島與に対する中共側の軍事体制強化の諸情報に関しては、中共がこれを攻
撃し来る可能性は常に否定し得ない。もし中共の大規模な軍：事行動が開始されれば、
米国はこれにインボルヴされざるを得ないと考える。しかしこの場合は戦闘区域は沿
岸島與に限局されないであろう。（この点極めて重要な問題であるが、右は同筋の私
見と見ること妥当である）（3D
　当報告書は指摘したように、軍事行動が開始されれば、戦闘区域は沿岸島與に限定され
るかどうかという点は極めて重要な問題である。もし戦闘区域が限定されなければ、戦争
は中国大陸に及ぶという意味になってしまう。その場合、米中間の全面的戦争になる可能
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性があるし、ソ連も巻き込まれて米ソ間の衝突乃至大規模な戦争になる恐れも否定できな
い。従ってこれに関し国務三筋の情報の信頼性が日本の関心する問題のポイントである。
それ故、在米大使館は改めてその情報の信頼性を確かめた。1月27日の井口大使の報告
によれば、同日、国務省二筋に「単なる私見であるかを打診した」ところ、次の返答が得
られた。「中共の軍事行動が引き続き、行われるが如き場合、〔メイジャー・ウォー〕へ
の拡大回避の努力はもちろん行われるが、戦闘区域がある程度背後地に波及することは不
可避となるというのが諸情報を基礎とする自分の「パーソナル・コンビクション」である
と内話した」ということであった。（32）
　在米大使館の沿岸島喚問題についての情報収集活動は極めて積極的であった。上の情報
を発した後まもなく、井口大使はまた「米国の対中共政策に関する件」（政第四四六号、
2月2日付）を日本に送った。当報告は「国防省筋の内話」であった。
　「中共に対しては、すでに　（履）次警告が発せられており、問題のダレス長官の
ライフ雑記事に朝鮮事変の際ネールを通じて中共に警告を発したとあるのは事実であ
り、現に中共と交渉中のアレクシス・ジョンソンと共に自分は右企画に参加した。
　現在沿岸心素対岸における中共側の戦略体制は強化されつつあり今後の中共の出方
としては恐らくその政治宣伝の効果と米国内情勢の動きと睨み合わせ同地域の国府軍
に対し漸次軍事的圧力を加重するということとなろう。
　もし中共が近い将来これら島喚に対して全面的攻略作戦を強行し来る場合を仮定
し、米国がどうするかということとなれば自分は米国は軍事的にこれに介入すると考
える」（33）
　「言忌」情報の中では、沿岸島喚問題に関するものは多量であった。在米大使館のこれ
らの情報は、日本にとって、アメリカの沿岸島唄問題に関する対中国政策動向の早急な掌
握について、参考価値のあるものであった。しかし、どうして在米大使館はこのように頻
繁に且つ多量の沿岸島喚問題についての情報を日本に送ったのであろうか。同報告は「本
件の日本にとっての重要性は言を侯たざるところであり、且つ約一年前の如き危険再燃の
可能性を完全には否定し得ない点において警戒を要する」ということであった。即ち、沿
岸島喚問題は、米国の中共政策にかかわるだけではなく、大規模な軍事行動となる場合、
東アジアでは新たな朝鮮戦争みたいに米中間の全面的戦争、ひいては米ソ戦争まで拡大さ
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れる危険性がないとはいえないということである。その場合、日本にどのような影響をも
たらすかに日本は関心を持っていたからである。
　3．中国の国連代表権問題
　1956年12，月まで日中両国はいずれも国連に加盟していなかった。余談ではあるが、
国連加盟については、次のようなエビソートがあった。55年4月バンドン会議の際、日
中両国代表団はどちらが先に加盟するかについての議論をした時、中国大陸を代表してい
るのが中国であるから、中国が早く国連に入れると日本側は言い、アメリカの阻止がある
から、中国より日本のほうが先に入れると中国側は言った。双方は主張し合い、譲ろうと
はしなかったので、誰かが中国であれ、日本であれ、先に国連に加盟したものは他方の加
盟を支持する「紳士協定」を結ぼうとの提案も言い出したことがあるという。（34）この
エピソートは、当時の両代表団会談の際の友好的雰囲気を物語っているといえるが、双方
のいずれも国連への加盟を；期待することは事実であった。日ソ国交回復以後、56年12
月、日本は国連への加盟を実現したが、中国の加盟はまだほど遠いものであった。
　中国の国連加盟問題は、複雑な経緯があった。最初国連で提起されたのは中華人民共和
国が1949年10月成立以後まもなくのことであった。51年1月、安保理においてソ
連は中国代表権を認める提案を提出したが、票が集まらず敗れた。51年以後、中国の代
表権問題は総会に移り、11，月ソ連が第6回総会において正式議題として改めて提案した，
その後ソ連とインドが毎年交替で中国代表権問題の議題を提案したが、アメリカの中国代
表権問題についての「審議棚上げ案」が議決されたので、ソ連とインドの議案は封殺され
てしまった。
　中国の国連加盟阻止は、中国「封じ込め」に繋がるアメリカの重要な対中国政策であっ
た。ソ上等の社会主義諸国及びインドなどの国の中国国連加盟問題の提案を、いつまで押
さえるかは判断のできないことであり、米英などの西側諸国の中でもこれについて意見の
食い違いも現れていた。日本にとっては、アメリカの中国の国連加盟問題への対応策は、
アメリカの中国政策動向の一つのバロメーターといえる。従って、日本は大きな関心を寄
せ、在米大使館は中国の国連加盟に関し、多くの情報を日本に送った。
　在米大使館からの中国の国連代表権に関する情報をまとめてみれば、以下のものが主な
内容となっている。
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　第一、中国の国連加盟問題をめぐる米英問の食い違い。
　イギリスは中華人民共和国成立以後、香港及びその在中国経済利益を保護するため、1
951年1戸、中国を「法律上の政府」として承認した。中国の国連加盟について、イギ
リスは、アメリカとの協調関係を配慮し、棄権の立場をとってきた。しかし、イギリスと
アメリカとの問に食い違いがずっと存在していた。昭和31年1，月25日付の井口大使の
「米国の対中共政策に関する件」（政第三三四号）と題する報告は、この点を取り上げて
いた。国務省筋の「内話」によれば、米国は、「中国の国連代表権問題もすくとも（原文
ののママ）1956年中はこれを取り上げないよう英国に強く申し入れることになってい
る。現在の米国の中共政策は一歩づっ慎重に進むというにあり、近い将来飛躍的な変化は
考えられていない。…1957年以後どうするか国連代表問題を何時まで押さえていける
か、将来の台湾の地位如何等の問題については米国としてはその同盟国、自由諸国の動向
を無視することはできず、米政府部内においても勿論研究は行われており、いろいろな考
え方がある次第であるが、現在の政策はコールド・ウォーの概念を基礎として進められて
いる」（35）。西側諸国のなかでは、中国の国連加盟問題に関して、アメリカと異なる意見
を持っているのはイギリスだけではなかった。ノルウェーが1950年1，月新中国を承認
した。最初は中国の国連加盟について棄権したが、後に支持する立場に変わり、両国は1
954年10月正式な外交関係を樹立した。一方、カナダはずっとアメリカに同調してい
たが、50年代半ば頃になると、アメリカの中国の国連加盟阻止の政策に文句をつけるよ
うになった。このことについては、昭和31年4，月6日付の谷正之薪任在米大使の「中共
問題に関する米加会談及びジュネーブ会談に関する件」（三二一三三七号）と題する報告
に現れた。
　「3月末、米加墨三国会談において、カナダ側より中共問題取り上げたる旨報せら
れるところ（往信情第一二六二号）、右会談及びその他中共関係事項に関する4月6
日国務省中国係官の内二二の通り御報告する。
　サルファ・スプリノクにおいては〔ア〕大統領及び「ダレス」長官より最近の国際
情勢について米側見解をブリーフせるに対しカナダ側より東亜情勢より見て、国府を
中国の唯一の合法的政府と見なすことはすでに非現実的となりつつあり、カナダとし
ては現在の米政府の政策に追従し行くことは困難となっている」（3ω
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　中国の国連加盟問題について、西側諸国の中では、意見はだんだんばらばらのようにな
りつつある。在米大使の政第1850号の報告によれば、「国連代表権問題を巡り、米国
の中国政策が西欧諸国から孤立するに到る危険はないわけではないが、問題は英国の態度
にかかることが大であろう」。しかし、米英両国の基本的中国政策は同様であるから、ア
メリカは特に困っているわけではない。イギリスは、米国と違って独自の対中国政策を持
っているので、中国を承認し、中国の国連加盟を認めようとした。しかし、米国から見れ
ば、イギリスの対中国政策は非現実的であり、いよいよ破綻に近いように見える。「米事
務当局の中共分析では、英米の判断は殆ど全面的に一致した訳で、例えば数年前に英国の
抱いていた中共との国交再開が中共をソ連から引き離す可能性を生ずるという見解も今日
では英国も数十年後のことは別として現実の議論としては馳棄している」。にもかかわら
ず、イギリスは自分の信念を捨てたわけではない。中国問題の対処のあり方について、「同
一の分析に基づいた対策となると依然として英米間に食い違いが出てきた次第であった」。
どうして米誌間にこのような違いがあったのであろヴか。政第1850号情報によれば、
「その理由として考えられるのは、根本的に英国の国力が今日中国及び中国周辺まで手が
廻らなくなって終わって、極東における対中共防衛の責任がまったく米国に転嫁されてお
り、従って英国政府は議会に対して国防及びMSA予算を要求する必要もなく、むしろ外
交上、通商上の見地を主として考え得ることが大きい。」しかし、イギリスの情況と比べ
て「米政府の立場は異なり、議会から極東防衛及びMSAの予算をとるためには前記の様
な米議会に対し中共に国連代表権を認めても良い等オクビにも出し得ず、やはり対中共強
硬論を続ける他はない。」（37）
　第二、中国の国連加盟と東南アジア華僑との関係
　中国の国連加盟問題は、もう一つ今まで注目されなかったことにかかわっていた。それ
は東南アジア華僑との関係の問題である。アメリカの中国国連加盟阻止の目的は、中国の
「封じ込め」、台湾の支持、冷戦構造の維持及びイデオロギーなど国際政治上の諸理由に
よるものが、よく論じられてきた。しかし、これらの理由以外に、アメリカは中国の国連
加盟により、中国と海外における華僑との関係強化も恐れていたこともある。政第185
0号報告によれば、
　「米政府当局としては中共の国連代表権承認が東南亜諸国の華僑に与える影響を極
めて重視している。特に現在不安定な「インドネシア」等は一番問題で、華僑は北京、
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台北の何れかが勝つか見透しがっく様になれば忽ち勝者の側に財政的支持を与える様
になるのが常で、「インドネシア」の経済上の実力を握っている華僑が同国共産党の
資金援助を強めたら重大な結果になるおそれがあろう。」
　というアメリカの心配もあったわけである。中国の国連加盟を阻止し、中国の影響を最
小限まで制限させ、反対に国連における台湾の地位をそのまま維持すれば、中国と華僑と
の絆を樹立させないことができるであろう。中国の影響を拡大させなければ、インドネシ
アの国内情勢の安定にもよい。もし海外華僑達の財政力は台湾に流したら、台湾の大陸中
国への抵抗の力にも増強できるであろう。
　当時、中国は自国の革：命勝利の経験を以て、アジア諸国、特に東南アジア貧困の諸国に
宣伝し、「革命輸出」をしょうとしている。この中国の影響及び勢力拡大を阻止するため
に、アメリカは中国「封じ込め」政策をとっているからである。もしこの段階では、中国
の国連加盟を認めるならば、中国の影響が急に増大するに違いない。そうすれば、自ら苦
労して織ってきた中国「封じ込め」網は敗れてしまう。また、インドネシア、そして東南
アジア諸国への中国の勢力の拡大に伴い、東南アジア諸国は必ず一つずつ赤化され、即ち
ドミノ現象が起こる。従って、アメリカは、英、加等国の中国国連加盟容認説に極力反対
し、中国の国連加盟の阻止に努めた。その裏には中国と華僑との関係の展開を恐れたわけ
もある。
　在米大使が送ってきた上述した「内話」のような情報は、当時のアメリカ国務省及び国
防省部内の秘密のものが多かった。在米大使はこれらの情報の機密を保持するために、報
告書の最後に時々、「本信の機密保持については特に御配慮を煩わしたい」（三二三六八
号）とか、「本件の機密なる性質上右に引用せる往信とともに関係公館への写送付を差し
控えたが本省においても大高情報の取扱には特に御配慮を煩わしたい」（政題四四六号）
などの言葉で念を押したのである。
　これらの「内話」は、アメリカの対中国政策の全般及び個別問題への対応策を含め、日
本政府に重要な参考資料になったと思われる。新聞記事より、内話の影響力ははるかに大
きかったに違いないであろう。
　以上、50年代中期の鳩山内閣の時期を中心として、日本の対中国政策へのアメリカの
影響と圧力についての検討を行った。これらの検討をまとめてみれば、次のことが指摘で
きよう。
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　第一、日本の対中国政策は、アメリカの様々な影響と複数の形の圧力を受けたことは否
定できない。
　第二、アメリカの影響と圧力は、直接的と間接的なものに分けられる。直接的な圧力は
ほとんど非公式であり、外交ルートを通じて日本にかけられたのが一般的な形であった。
これと比べ、間接的なものが多くて、形式も様々であった。中では、政府要人談話、新聞
記事、内話などの形はその代表的なものである。
　第三、間接的な圧力については、アメリカからかけられたものがあるが、それより、日
本が自ら神経を尖らして「逆探知」という形でアメリカの対中国政策動向及び世論を常に
観察し、様々な情報を収集して、その影響を受けた場合が圧倒的に多かった。即ち、日本
は長い間、アメリカと協調するために、自国の対中国政策を自らアメリカのそれに合わせ
た場合が多かった。これは中国問題においていわゆる日本のアメリカ「追随」外交の一つ
の重要な特徴であったといえよう。
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第四章　中国の対日強硬政策と日中関係の断絶
　鳩山内閣及びその後の短期的な石橋内閣のもとで、日中国交正常化には至らなかったが、
両国関係は、「政経分離」の路線に沿って、徐々に前進していった。しかしながら、19
58年以後日中関係は停滞し、やがて断絶的な状態になっていった。
　日中関係断絶の問題となった引き金は、1958年5，月2日の長崎「国旗事件」であっ
た。5，月2日長崎で開かれた中国物品展示会場で、中国国旗が一人の男に引き下ろされる
という事件も起こった。日本政府は、中国を承認していないから五星紅旗は国旗には当た
らないという解釈で逮捕された男を即日釈放した。これに対し、陳毅外交部長は岸内閣批
判の談話を発表した。またその後、「5，月11日をもって中日間の一切の通商、文化関係
を断絶した」（1）という旨を言明した。こうして、日中関係は断絶されることになった。
　　中国はなぜ突然日中関係を断絶させたのであろうか。この強硬政策をとった要因はい
ったい何であったのであろうか。日中関係を断絶させた中国の対日強硬政策は、当時中国
国内の急進的政治情勢に影響されたとの見方は、長い間ほぼ定説化されたものとして論じ
られてきた。しかし、このような見方は推測の域を出なかった。
　国内急進政策と対日強硬政策とは実際に関係があったかのか。あれば、どのような繋が
りのものであったのか。中国のこの決断の背景には何があり、決断自身には何らかの目的
が含まれているのであろうか。本章で、これらの問題を検討してみたい。
　第一節　　「政経分離」の公式的登場と中国の対目戦略
　1．日中関係断絶へ
　まず、岸内閣登場以後の日本の対中国政策と中国側の反応を分析してみよう。1957
年2，月、岸信介は、短期政権となった石橋内閣の退陣によって首相になった。初閣議後の
記者会見（2月25日）で、岸首相は石橋前首相の政策を「第一段の任務」として継承す
ることを言明したが、まもなく、その外交路線は石橋の自主外交から反共主義濃厚の路線
へと傾斜していったように見える。その変化の最初の実例は、1957年5，月からの岸首
相の台湾、東南アジア訪問であった。
　岸首相の台湾と東南アジア訪問の目的は、日本と東南アジアとの関係を推進し、日米関
106
係における日本の弱い地位を強化しようとするものであった。しかし、岸首相訪問中の発
言は中国を強く刺激した。例えば、岸は蒋介石との会談で、「中国大陸は現在不幸にして、
共産主義に支配されており、中華民国が困難な状況にあることは同情に耐えない」、また、
「ある意味では共産主義が日本へ浸透するには、ソ連より中国からの方が恐ろしいともい
える。従ってこの意味では、大陸を回復するとすれば、私としては非常に結構である」（2）
と述べ、台湾の大陸回復に対し、支持の意を表明した。
　東南アジア訪問に続いて、6月、岸首相はアメリカを訪問した。その訪問の目的は、日
米安保条約の不平等性の改定、沖縄、小笠原諸島の返還、東南アジアの開発協力、中国と
の貿易問題についてのアメリカの理解の要請などであった。しかし岸はアメリカ訪問中、
数回にわたって「共産中国の脅威」を唱える演説をした。例えば、プレスクラブでは「新
しく独立した（アジア）諸国では、不安定、貧困及び欠乏から脱せんものと非常な焦燥を
感じている。そこに共産主義、とくに中国共産主義が自らの道こそ進歩への近道なりと宣
伝するゆえんがある」（3）と名指して中国を非難した。
　中国は岸内閣の成立後しばらくの間は、岸内閣を観察していたが、まもなく失望し、つ
いに岸の東南アジア訪問時の発言に対し強く反発した。7，月25日周恩来首相は日本の民
間放送代表団（団長田尻正泰氏）、共同通信、朝日新聞特派員と会見した時、次のように
言っている。
　「日本政府の態度は具体的に分析してみる必要がある。吉田元首相は中国を敵視し
たから決して友好的な考えを持っていたとはいえない。しかし鳩山元首相と石橋前首
相はいずれも友好的な考えを持っていた。岸首相の場合はもっと友好的な態度を示さ
れてしかるべきものだと思う。しかし事実が証明するように、岸内閣は、鳩山内閣、
石橋内閣よりもかえって逆戻りしている。…
　インド通信が5月24日ニューデリーから伝えるところによると岸信介氏はインド
で『中華人民共和国は国連の加盟国ではなくて侵略国である。この決議はいまなお有
効であるからわれわれは中共を承認することはできない』と談話を発表している。岸
信介氏がこういう話をしたのは全く滑稽なことである。
　インドは新中国が国連における正当な地位を回復するのを支持している。インドは
中国を信頼すべき友邦と考えている。それとは逆に岸信介氏がインドで中国とインド
の関係を挑発する発言を行ったのは非常に友好的でない態度である。…
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　私はアジアの8力国を訪問したとき、それぞれの国でそこに駐在している日本の外
交使節と会い、日本はアジア各国と友好的であって欲しいと説き、また東南アジア各
国に対しても日本と友好的にやっていくことをすすめた。私はバンドン会議の原則に
基づいてこうしたのである。
　しかし日本の首相はそうでない。彼は中国を承認しないばかりでなく、ほかの国へ
行って中国の悪口を言いその国と中国との関係を挑発している。…
　これらの事実から我々は岸首相はわざと中国に難題をふっかけアジア各国と中国の
関係が悪くなるように挑発し、中国を誹正してアメリカの機嫌をとりアメリカから援
助をもらって再武装をし軍国主義を復活しようとしていると疑わざるを得ない。」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
　上述の周恩来首相の談話は、中国の岸内閣批判の理由の説明だけではなく、中国の日中
国交回復の努力に対して日本側も同様の努力をするものだという期待が裏切られたこと、
また岸首相の中国攻撃の発言に対する憤怒など彼の複雑な心境を表している。一方、この
周恩来の談話は、中国の日本認識の不充分さも表している。50年代半ば頃、日中関係の
前進があったとはいえ、資本主義陣営の日本は、もともと、一党独裁の共産主義の中国と
は相容れないところが大いにあった。各内閣の対米外交路線には「自主」や「独立」など
の特徴があり、対中国関係重視の程度も異なってはいたが、「反共」や「対米協調」など
は日本の外交政策において基本的なものであった。しかし、前任の石橋首相及び鳩山首相
のもとで、両国関係の正常化ができなかったにもかかわらず、彼らの日中国交正常化に対
する積極的姿勢は、中国に過大な期待をかけさせた。石橋首相の後、中国は岸首相にも期
待をかけていたが、岸首相の台湾訪問とアメリカ訪問の際の言動は、中国にとって意外な
ものであり、中国はショックを受けた。その後、中国は、岸内閣が日米協調を基本外交方
針とし、アジアでは、反共、そして日台関係を強化しようとする外交政策をとっていると
見なし、岸内閣のもとでは日中関係の推進はもう期待できないであろうと認識し、岸首相
の対中国貿易の積極的一面も見失ってしまったのである。また、日本の自衛隊の増強や岸
内閣の強い反共主義の外交姿勢は、中国の目には進んで軍国主義を復活させようとするも
のに映った。この時点において、中国は岸内閣に一度「反撃」を加えなければならないと
いう考えをもっている。上述の7月25日の周恩来首相の談話を初め、その後中国は岸内
閣への批判を展開した。「人民日報」7，月30日の「岸内閣の対中国政策を評する」とい
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う社説、8月2日の「正に愚かである」という論評、8，月7日の「貿易と捺印」という論
評等は、その反撃の証拠である。
　中国の岸内閣への非難は、57年夏以後少し控えられたように見えるが、11，月11日
の「人民日報」は、「「二つの中国」のいずれかの企てに反対」という論評を発表し、岸
首相の最近の国会での大陸と台湾の関係「調整」についての発言を非難した。中国は、台
湾解放を狙っているため、外国の台湾に関する「二つの中国jや「一中一台」や「台湾独
立」などの議論には非常に敏感であり、あくまでこれらの論調に反対する立場をとってい
た。今回の岸首相への非難は、その直前の第19回国際赤十字におけるアメリカの「二つ
の中国」の論調があったから、日本が「アメリカ追随」したのであったという判断による
ものであったろう。この論評で、「岸信介氏はこの時この種の荒唐無稽の論調をするのは、
明らかにアメリカの後ろに自ら進んで追随し、アメリカの「二つの中国」の陰謀作りの助
手になりたいからであろう」と非難した。この岸首相の「二つの中国」の発言に対し、中
国は注意を払っている。58年2月10日周恩来首相が第一回全国人民代表大会第五次会
議において「当面の国際情勢と我が国の外交政策」という報告書の日本問題に関する部分’
で、上述の岸首相の国会での「二つの中国」の発言を「下心のあってのもの」として批判
し、「アメリカの「二つの中国」作りに根拠を与えようとした」と指摘した。（5）
　しかし、中国は、岸内閣をたびたび非難はしているが、行き過ぎは避け、両国の貿易関
係を決裂させようとはしなかった。同様に日本側も両国関係を特に悪化させようともしな
かった。8月8日、記者会見の時、岸首相は、貿易推進の方針に変りはなく、第四次貿易
協定はいいことであり、政府はできるだけ指紋押捺問題の解決方法を作り出そうとしてお
り、双方が満足できる結果が得られるかも知れないと言った。（6）そして、29日大阪で
の演説で、岸首相は日中貿易を拡大するよう努力し、第四次貿易協定交渉の成功を希望す
ると言っている。即ち第四次貿易協定の交渉に対し、日本政府もその成功を望んでいたこ
とを意味する。一方、中国は岸首相の反中国姿勢を非難し続けながら、貿易関係を推進し
ようとした。8，月8日、中国は、日本の商船の青島港への入港を認め、大連など4港への
入港の手続を緩和したと発表した。そして、第四次貿易協定が日本政府の協力と同意を得
やすくするために、13日、三二震が、日本の日中貿易促進議員連盟に対し、第四次貿易
協定交渉に日本側三団体と自民党が一緒に参加するのを希望するという電報を発した。し
かし、自民党は参加しないという方針をとったため、日本側の三団体は、9，月21日北京
で中国側と第四次貿易協定交渉を始めた。実際、三団体の中の日中貿易促進議員連盟代表
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」の中に、団長の池田正之輔と植木庚子郎の二人の自民党議員が含まれている。
　中国は岸首相への非難と貿易推進とを分けて対処する立場をとっている。10，月11日
周恩来首相は日本の日中国交回復国民会議使節団の風見章、小畑忠良と会見した時、「岸
首相は不友好の『礼』を送ってきたが、我々も不友好の『礼』を返した。……岸首相への
不友好的回答は、日本人民との友好にまで影響するものではない」（7）と話した。この周
恩来の談話は、中国が日中間の貿易関係と民間交流を大事にしていることを表明した。そ
の後、日本側も努力し、2，月13日、中国の通商代表部代表ら日本滞在一年以上の場合の
指紋押捺問題を、特例措置として捺印をとらないことにした。この三階では、両国関係に
関する双方の対処のあり方は、いずれも消極的ではなく、前向きであった。即ち、この時
点において、中国と日本はともに第四次民間貿易協定交渉の成功に期待していたのである。
　交渉は約四十日くらいかかり、11月1日第四次貿易協定案と通商代表部設置問題に関
する覚書がようやくまとまった。第四次貿易協定案は前回の協定内容より充実したものに
なり、中国側が強く主張した相手国に駐在する双方の通商代表部に国旗掲揚と他の外交特
権を認める外交機関に準ずる待遇を与える内容も覚書に記入された。しかし、通商代表部
の外交待遇の問題については、政府の同意が必要となるので、日本側の代表団は一時休会
を提案し、帰国した。
　自民党内では、第四次協定の内容について問題になった通商代表部に外交特権的要素を
付与すること、国旗の掲揚を認めることに対し、反対の意見が出た。当時岸内閣は、経済
界大勢を占めていた対中貿易拡大の要望に鑑み、対中交渉に反対していなかった。しかし、
自民党内では、1958年2，月22日、二六役会議を開き、交渉方針についての調整が行
われた。調整の結果として、覚書の骨子となった通商代表部の外交特権の条項を削除する
「『覚書』に関する自民党修正案」（8）が決められた。
　両国間の交渉は・2月27日北京で再開された。しかし、中国側は日本側の修正案に応じ
なかった。自民党は、日本側の代表団に自民党議員が少数（与党3、野党4）であるのを
懸念し、自民党議員を補強するため、急遽野田武夫（衆議院議員）を北京へ派遣した。池
田団長は中国側の雷乱民団長と個別会談も行ったが、中国側は、協定が第三次協定より後
退することを認めない姿勢を堅持した。中国側の強固な態度を前に、日本側代表団は両国
貿易発展のために新しい貿易協定が不可欠という認識に基づいて、最終的に覚書案を修正
しないまま、3，月5日中国側と調印した。
　中国は第四次貿易協定の調印を歓迎している。しかし、情勢は中国の希望とは反対の方
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向へ変わっていく。3月5日調印された第四次貿易協定に、国旗掲揚条項の削除及び通商
代表部に外交特権を削除する自民党からの修正要求が容れられなかったことに対し、政府、
自民党内では、反対の議論がまた強く出た。当時日本国内の政治状況から見れば、反共、
日台親善促進の勢力が強かったからである。岸内閣設立前の1956年8，月、自民党の石
井光次郎を団長とする政、財、文化各界26名の親善使節団が訪台した。それを契機に、
翌年3月、日台間の政治、経済、文化などの交流の促進をめざし、台湾の「中日合作策進
委員会」に対応する「日華協力委員会」が発足した。石井光次郎を会長、国策研究会常任
理事矢次一夫を事務総長とし、ほかに、経団連事務局長堀越禎三、評論家御手洗辰雄、同
鍋山貞親などの人物が参加していた。当会は、年に1、2回総会を嗣ぎ、政治上の具体的
な問題と事件を合意に基づき、それぞれの政府に働きかけて解決することと、経済提携、
文化交流の斡旋等を通し、日本と台湾の国民外交を推進することな目的としている。19
57年4月、第一回会議が東京で開かれ、今後日本と台湾の協力を図るという共同声明も
発表された。
　岸首相は、基本的に通商代表部に「特権」を与えることに反対した。5日当日、岸首相
は参院予算委員会で質問答弁の際、「『通商代表部が国旗を掲揚する権利を有する』とい
う文句は適当ではない」と述べ、また「協定の発効は政府の同意が条件となっていると思
う。国旗条項がそのままなら、調印されても、政府として承認することは困難だと思う」
（g）と反対の旨を示した。当時、自民党内では、どれほどの議員が協定に反対あるいは賛
成したかについて正確な数字は分からないが、日中貿易関係断絶以後、自民党が日中貿易
促進議員連盟からの撤退を決議したことを考えれば、岸首相のこの意見が自民党内の主流
意見を代表したことは間違いないであろう。岸首相は中国不承認を建前とし、アメリカ及
び台湾の了解を得て、通商代表部の「特権」問題を旨く処理しようとした。そのため、岸
内閣はしばらくの間第四次貿易協定を棚上げにしている。その理由としては、
　「私は協定に同意することはできないが、支持協力はするということで中共側の了
解を得る一方、この措置が中共政権の承認とは無関係であるとすることによって、米
国や国府の疑惑を解こうとした。これらの反応を確かめるため政府としては、しばら
く事態を静観することにした」（1ω
そして、協定が調印された二週間後、岸首相は国会での質問に答えて
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　「今回の第四次協定、その覚書、主として覚書に今お話しのような、こちらへ通商
代表部の人が来て外交特権もしくはこれに類似したものを持つのじゃないかという
点、及び国旗掲揚の権利という点について、それは正常な国交関係があり、友好関係
にある日本と国民政府との問の友好関係を害するものである、非友好的な態度である
ということを申しておるわけであります。（1D
　と、第四次協定の主要内容に反対の意見を表明していた。一方、台湾は、日中両国の第
四次貿易協定の交渉にずっと注目している。3月5日に調印した協定に対し、台湾は激し
く反発した。まず蒋介石は、岸首相と藤山外相宛に第四次貿易協定を承認しないようにと
いう親書を送った（3，月12日）。そして、台湾は日華通商会談の中止（13日）、対日
商品買い付けの中止（19日）の措置をとり、経済断交の姿勢で日本政府の第四次貿易協
定の同意を阻止しようとした。これと同時に、19日アメリカ商務次官ウイリアムズは「中
共貿易についても賢明な決定を行うことを期待する」とか、「慎重な態度をとることが好
ましい」というような間接的な反対の意見も示した（第三章・第二節・1の二、三段落参
照）。このような事情を鑑み、岸首相は親書を日本台湾駐在大使に台湾へ持って行かせた。
親書の内容には、中国不承認、中国の通商代表部の「特権」及び国旗掲揚の権利を承認し
ないことが含まれている。
　上述したようなことがあり、またちょうどこの時期、戦争中に強制連行された劉連仁と
いう中国人が北海道山中で13年ぶり発見されるという事件も起こった。（12）これらの
ことを背景に、中国の岸内閣に対する非難は厳しくなっていった。非難の内容は主に次の
ようなものである。二連仁事件をめぐる岸内閣の対応への不満に関する「日本政府は責任
逃げられず」という3月17日「人民日報」の論評、第四次貿易協定調印後一ヶ，月ほど経
っても岸内閣はまだ同意していないことと岸首相の中国の通商代表部に「特権」を与えな
いという発言に関する「岸信介政府の中日貿易協定破壊を許されない」という4月3日の
「人民日報」の社説、これと同様に岸内閣が貿易協定に同意していないことに対する雷任
民中国国際貿易促進委員会副主席の4月4日武漢の日本商品展示会での記者会見における
岸首相非難の談話などであった。これらはいずれも岸首相を名指して非難したものである。
　中国は、岸内閣の第四次貿易協定同意の延引に不満を漏らしながら、期待を断念したわ
けではない。「日本人民と調印の責任者である日本の三団体のあるべき努力により、第四
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次中日貿易協定の擁i護と当協定の順調な実施が得られると信じている」という4月3日の
「人民日報」の社説は、中国の期待を表明している。この時点では、中国は、日本との貿
易関係の中止などをまだ考えていない。「中国は日本人民と貿易往来を中止することを宣
告しない」という4月4日の雷任民の談話は、その裏付けとなっている。また、雷氏は、
「中国人民は、一様に中日貿易の促進を主張し、中日貿易に対する通商代表機構の問題を
最小限まで減少することも考えている」（13）とまで言った。即ち貿易問題と比べると通
商代表部待遇の問題は次の次元の問題であり、貿易促進は優先すべきものである。この談
話は、今まで通商代表部の外交待遇を固持していた中国が、第四次貿易協定に対する新し
い柔軟性を打ち出したのではないかと思わせる。
　遠忌のこの談話は当時に注目されていなかった。一つの要因は、雷氏は岸内閣非難の談
話に挟んでこの言葉を言及したような形でいっていたので、目立っものではなかったこと。
もう一つの要因は、今までの通商代表部問題に関する中国の固い態度を変更するなど日本
側の誰も予測できなかったためであろう。しかし、この談話発表の時期、場所、記者会見
の形及び雷庶民中国国際貿易促進委員会副主席という身分で中国の新しい姿勢を表明した
ことは、国の責任者或いは外務関係者の談話という形より、また日本側三団体への告知と
いう形より中国にとって適当であったろう。当時中国の重要な対外「宣伝」は、内容、形
式、登場人物などがすべて内定してから行うという慣習から見れば、このたびの雷氏の談
話は、決して二二個人の「私見」ではなかった。即ちよく計算された談話であったといえ
る。
　2．「政経分離」の公式的登場
　岸内閣は、最初から第四次民間貿易協定を拒否しようとはしていなかった。しかし、台
湾の反発があまりにも強かったので、結局、日本政府は台湾の要求を全面的に受け入れた。
この問題に対処するための措置として、日本政府は第四次協定の調印主体である日本側の
三団体（日中貿易促進議員連盟、日本国際貿易促進議員連盟、日中輸出入組合）宛に次の
ような回答を与えた。
　「政府は日中貿易拡大の必要性にかんがみ、第四次民間『日中貿易協定』の精神を
尊重し、我が国内諸法令の範囲内で、かつ政府を承認していないことに基づき、現存
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の国際関係をも考慮し、貿易拡大の目的が達成せられるよう支持と協力を与えま
す。」（14）
　即ち、日本政府として、台湾との間に外交関係を保持し、中国との間では経済貿易関係
だけを維持していくという「政経分離」の政策が明白に示されたのである。
　そして同日、愛知揆一官房長官は、民間通商代表部に対し特権的な法的地位を認める所
存はないという談話を発表した。愛知官房長官の談話の主要内容は次のようなものである。
　　　「政府としては、わが方民間貿易三団体の代表者と中共側の民間貿易団体の代表者
　　との問に3月5日作成された第四次の民間貿易取り決めは、日中双方がそれぞれ相手
　　側の内政に干渉せず、それぞれの国内諸法令を遵守することを旨とし、日中双方の経
　　済的要請にもとづき、専らその貿易を拡大せんとする趣旨に出たものと了解する。
　　　この取り決めは双方の民間団体のものであり、政府間のものではないが、政府とし
　　ては、彼我の貿易拡大を期する精神は尊重したい。政府としては、現在中共を承認す
　　る意向のないことは言をまたぬところであり、この民間取り決めにより設置される民
　　間通商代表部に対し特権的な法的地位を認める所存はないが、この取り決めの民間団
　　体による取り扱いに関しては、わが国と中華民国との関係、その他国際関係を尊重し、
　　通商代表部の設置が事実上の承認ではないかとの誤解を起こさしめないように配慮す
　　るとともに、国内諸法令の定める範囲において、支持と協力を与える所存である。
　　　なお、日本政府としては中共を承認していないから、中共のいわゆる国旗を民間通
　　商代表部に揚げることを権利として認めることができないことは当然である。」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）
　官房長官の談話と政府の回答の内容をまとめるなら、①第四次民間協定が日中双方の経
済的要請に基づき、専ら貿易を拡大する趣旨から出たものであること、②この協定が民間
レベルのものであり、政府間のものではないこと、③政府としては、a）現在中華人民共和
国政府を承認する意向のないこと、b）中華民国及びそのほかの国際関係において誤解を生
じさせないように配慮すること、c）国内諸法令の定める範囲で民間貿易に支持と協力を与
えること、d）民間通商代表部に国旗掲揚の権利を認めないこと、であるといえよう。こ
この「政府としては、現在中共を承認する意向のないこと」と「専らその貿易を拡大せん
とする」趣旨は、「政治は政治、経済は経済」といういわゆる「政経分離」の政策である。
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